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再エネ由来水素の本格活用を見据えた設備等導入促進事業実施要綱 

 

（制定）令和３年３月９日付２環地次第524号 

（改正）令和４年３月18日付３環地次第757号 

 

第１ 要綱の目的 

この要綱は、東京都（以下「都」という。）が、脱炭素社会を支えるエネルギーの柱のひとつ

として期待される再生可能エネルギー由来水素の普及を後押しするとともに、事業所等における

レジリエンスを高めることを目的として、再生可能エネルギー由来水素活用設備等の導入を促進

するために行う「再エネ由来水素の本格活用を見据えた設備等導入促進事業」（以下「本事業」

という。）の実施に関する基本的な事項を定めることを目的とする。  

 

第２ 本事業の概要 

１ 都は、東京都内（以下「都内」という。）の事業所等において再生可能エネルギー由来水素

活用設備又は純水素型燃料電池を設置する者に対し、当該設備又は燃料電池の設置に必要な経

費の一部を助成する。 

２ 都は、１の助成を受けた者に対し、当該設備又は燃料電池を活用して再生可能エネルギー由

来水素に関する普及啓発を実施するように求める。 

３ 都は、１における再生可能エネルギー由来水素活用設備に係る助成を受けた者に対し、当該

設備の発電量等を報告するように求める。 

４ 都は、１における純水素型燃料電池に係る助成を受けた者に対し、当該燃料電池の利用実績

等を報告するように求める。 

 

第３ 用語 

この要綱における用語の定義は、次のとおりとする。  

１ 再生可能エネルギー由来水素 再生可能エネルギーにより発電した電力を用いて水の電気分

解をすることにより製造する水素 

２ 再生可能エネルギー由来水素活用設備 再生可能エネルギー由来水素の製造及び供給を行う

ことができる設備。ただし、設備を設置する事業所等の存する敷地外（東京都外を含み、以下

「事業所外」という。）で製造された再生可能エネルギー由来水素を都内において供給に利用

する場合にあっては、再生可能エネルギー由来水素の供給を行うことができる設備をいうもの

とする。 

３ 燃料電池自動車 搭載された燃料電池によって駆動される電動機を原動機とし、内燃機関を

併用しない検査済自動車（道路運送車両法(昭和26年法律第185号)第60条第１項の規定による自

動車検査証の交付を受けた同法第２条第２項に規定する自動車をいう。）。ただし、大型特殊
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自動車（自動車抵当法（昭和26年法律第187号）第２条ただし書に規定する大型特殊自動車を含

む。）に該当するものを除く。 

４ 燃料電池バス 搭載された燃料電池によって駆動される電動機を原動機とし、内燃機関を併

用しない検査済自動車（道路運送車両法(昭和26年法律第185号)第60条第１項の規定による自動

車検査証の交付を受けた自動車をいう。）であって、乗車定員11人以上のもの 

５ 燃料電池フォークリフト 道路運送車両法第２条第２項に規定する自動車のうち、搭載され

た燃料電池によって駆動される電動機を原動機とするフォークリフト 

６ 純水素型燃料電池 水素のみを燃料とする定置式燃料電池であって、発電した電力及び発電

に伴い発生した熱を供給するもの 

７ 水素燃料ボイラー 水素燃料のみを使用する業務・産業用ボイラー 

８ 民間事業者 都内に事業所又は事務所を有する法人（国及び地方公共団体を除く。）又は個人

の事業者 

 

第４ 本事業の内容 

１ 再生可能エネルギー由来水素活用設備及び純水素型燃料電池の設置に係る経費の助成 

都は、次のとおり再生可能エネルギー由来水素活用設備及び純水素型燃料電池の設置に必要

な経費の一部を助成する。 

(1) 助成対象事業者 

助成金の交付対象となる者（以下「助成対象事業者」という。）は、(2)に規定する助成

対象事業を実施する民間事業者及び都内の区市町村とする。 

(2) 助成対象事業の要件 

助成金の交付対象となる事業（以下「助成対象事業」という。）は、次の全ての要件を満

たすものとする。 

ア 都が別に定める要件を満たす再生可能エネルギー由来水素活用設備又は純水素型燃料

電池を、都内の事業所等において新たに設置すること。 

イ 設置した再生可能エネルギー由来水素活用設備又は純水素型燃料電池を活用し、都民

等に対して、再生可能エネルギー由来水素に関する次のいずれかの普及啓発を実施する

こと。 

（ア）当該設備又は燃料電池の見学会の開催（オンライン見学会も可とする。） 

（イ）自ら管理するホームページにおける、当該設備又は燃料電池の概要、設置の意義等

についての公表 

（ウ）自ら管理するソーシャルメディアにおける、当該設備又は燃料電池の概要、設置の

意義等についての投稿 

（エ）その他都が再生可能エネルギー由来水素の普及促進に資すると認めた取組 

ウ アの再生可能エネルギー由来水素活用設備を設置する場合にあっては、当該設備から
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再生可能エネルギー由来水素の供給を受ける燃料電池自動車、燃料電池バス、燃料電池

フォークリフト、純水素型燃料電池又は水素燃料ボイラーを、当該設備を設置する事業

所等において導入すること（既に導入している場合を含む。）。 

エ 受領可能な国その他の団体からの補助金（以下「国等補助金」という。）がある場合

は、当該補助金の交付を申請していること。ただし、国等補助金の申請期間の終了によ

り交付の申請をすることができない場合その他都が認める場合はこの限りでない。 

 (3) 助成対象経費 

助成金の交付対象となる経費（以下「助成対象経費」という。）は、助成対象事業の実

施に要する経費のうち、再生可能エネルギー由来水素活用設備又は純水素型燃料電池の設

置に要する次の経費とする。 

ア 設計費（設備機器の設計等に要する費用をいう。） 

イ 設備費（設備機器の購入等に要する費用をいう。） 

ウ 工事費（工事に要する費用をいう。） 

エ 諸経費（電気、水道又はガスに係る工事負担金等に要する費用をいう。） 

 (4) 助成金額 

助成金の交付額は、助成対象事業において設置する再生可能エネルギー由来水素活用設

備の水素製造能力又は純水素型燃料電池の定格発電出力に応じて、次に掲げる額とする。 

ア 再生可能エネルギー由来水素活用設備（通常時において５Ｎｍ３/時間を超える水素製

造能力（事業所外で製造された再生可能エネルギー由来水素を都内において供給に利用

する場合にあっては水素供給能力）を有するものに限る。） 

助成対象経費の２分の１の額（助成対象経費に国等補助金を充当する場合にあっては、

助成対象経費の２分の１の額から当該補助金の額を控除した額）。ただし、３億７千万

円を上限とする。 

イ 再生可能エネルギー由来水素活用設備（通常時において５Ｎｍ３/時間以下の水素製造

能力（事業所外で製造された再生可能エネルギー由来水素を都内において供給に利用す

る場合にあっては水素供給能力）を有するものに限る。） 

助成対象経費の２分の１の額（助成対象経費に国等補助金を充当する場合にあっては、

助成対象経費の２分の１の額から当該補助金の額を控除した額）。ただし、１億円を上

限とする。 

ウ 純水素型燃料電池（定格発電出力が１台当たり３．５ｋＷを超えるものに限る。） 

助成対象経費の３分の２の額（助成対象経費に国等補助金を充当する場合にあっては、

助成対象経費の３分の２の額から当該補助金の額を控除した額）。ただし、８千７百万

円を上限とする。 

エ 純水素型燃料電池（定格発電出力が１台当たり３．５ｋＷ以下のものに限る。） 

助成対象経費の３分の２の額（助成対象経費に国等補助金を充当する場合にあっては、
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助成対象経費の３分の２の額から当該補助金の額を控除した額）。ただし、１千６百万

円を上限とする。 

２ 助成対象事業者による報告等 

(1) 助成対象事業者による報告 

助成対象事業者は、次に掲げる事項について、別に定める日までに、都に報告を行うもの

とする。 

ア 第４ １(2)イに掲げる都民等に対する再生可能エネルギー由来水素に関する普及啓

発についての取組実績 

イ 再生可能エネルギー発電量、水素製造量及び水素充填量の実績（再生可能エネルギー

由来水素活用設備を設置した場合に限る。） 

ウ 純水素型燃料電池のエネルギー効率の実績（純水素型燃料電池を設置した場合に限

る。） 

 (2) 指導・助言 

都は、必要に応じて、助成対象事業者に対し、(1)の実績に係る取組について、指導及び

助言を行うものとする。 

 

第５ 本事業の実施体制 

都は、次のとおり本事業を実施する。 

１ 都は、公益財団法人東京都環境公社（以下「公社」という。）に対し、第４ １による助成

金の原資として出えんを行うものとする。 

２ 公社は、１の出えん金を基に基金を造成し、都と公社とで別途締結する出えん契約に基づき、

基金を適正に管理するものとする。  

３ 都は、１の出えん金のほか、公社に対し、次に掲げる事務を委託し、当該事務の執行に要す

る費用については、都の予算の範囲内において、委託料として公社に支払うものとする。 

(1) ２の基金を原資として、第４ １による助成金の交付を行うこと。  

(2) 第４ ２(1)による助成対象事業者からの報告を受け、第４ ２(2)による助成対象事業者

に対する指導及び助言を行うこと。 

 

第６ 本事業の実施期間 

１ 助成金の交付申請の募集は、令和３年度から令和７年度まで行う。 

２ 助成金の交付は、令和３年度から令和７年度まで行う。 

 

第７ その他必要な事項 

この要綱に定めるもののほか、本事業の実施について必要な事項は、東京都知事が別に定める。 
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附 則（令和３年３月９日付２環地次第524号）  

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。  

附 則（令和４年３月18日付３環地次第757号） 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 


